
子
育
て
情
報
館

施
設
情
報

保
健
・
健
康

市
民
相
談
案
内

情
報
ア
ラ
カ
ル
ト

催
し
・
募
集

ニ
ュ
ー
ス
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環
境
政
策
課
で
は
、
市
民
活
動
団
体
と
協
働
で
、
市
内

の
環
境
に
関
す
る
場
所
を
バ
ス
で
巡
る
「
か
わ
ご
え
エ
コ

ツ
ア
ー
」
を
実
施
し
て
い
ま
す
。
こ
の
ツ
ア
ー
は
、
川
越

の
環
境
の
現
状
と
、
そ
れ
を
保
全
し
て
い
く
こ
と
の
大
切

さ
を
学
ん
で
も
ら
う
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
ま
す
。

　
昨
年
度
は
「
大
人
の
社
会
科
見
学
」
を
テ
ー
マ
と
し
、

生
活
環
境
に
密
着
し
て
い
な
が
ら
も
、
実
は
あ
ま
り
よ
く

知
ら
れ
て
い
な
い
施
設
を
巡
り
ま
し
た
。

　
初
め
に
、
ご
み
処
理
施
設
の
資
源
化
セ
ン
タ
ー
を
見
学

し
ま
し
た
。
ク
レ
ー
ン
の
大
き
な
爪
が
一
気
に
ご
み
を
持

ち
上
げ
ま
す
。
そ
の
迫
力
に
参
加
者
か
ら
は
「
す
ご
い
」

の
声
。
し
か
し
、目
の
前
に
あ
る
大
量
の
ご
み
を
見
る
と
、

「
普
段
か
ら
、
ご
み
を
減
ら
す
工
夫
を
し
よ
う
と
思
っ
た
」

と
皆
さ
ん
話
し
て
い
ま
し
た
。

　
次
に
見
学
し
た
の
は
、
水
に
関

す
る
施
設
。
霞
ケ
関
第
二
浄
水
場

で
は
、
普
段
飲
ん
で
い
る
水
に
つ

い
て
説
明
を
受
け
ま
し
た
。ま
た
、

新
河
岸
川
上
流
水
循
環
セ
ン
タ
ー

で
は
、
ど
ろ
ど
ろ
に
濁
っ
た
下
水

が
、
き
れ
い
な
水
に
な
る
行
程
や

実
物
大
の
下
水
道
管
を
見
学
し
ま

し
た
。
参
加
者
か
ら
は
、「
下
水

道
管
の
大
き
さ
に
驚
い
た
」「
水
を
大
切
に
し
よ
う
と
い

う
思
い
が
強
く
な
っ
た
」
と
声
が
上
が
り
ま
し
た
。

　
今
年
度
の
か
わ
ご
え
エ
コ
ツ
ア
ー
は
、
10
月
ご
ろ
実
施

予
定
で
す
。環
境
に
関
す
る
さ
ま
ざ
ま
な
場
所
を
巡
っ
て
、

市
内
の
環
境
に
つ
い
て
改
め
て
考
え
て
み
ま
せ
ん
か
。

環
境
政
策
課
L
2
2
4
︲
5
8
6
6

か
わ
ご
え
エ
コ
ツ
ア
ー

環
境
に
や
さ
し
い
行
動
を
目
指
し
て 
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ひ
と 

ま
ち

コ
ラ
ム

　去る7月19日、埼玉県市長会役員会があり、
出席しました。会議の冒頭に、「東日本大震災
被災地への職員派遣のお礼とお願いについて」
という項目があり、岩手県・宮城県・福島県の
3県および岩手県大

おお

槌
つち

町
ちょう

・宮城県東松島市・福
島県の広

ひろ

野
の

町
まち

・富
とみ

岡
おか

町
まち

・新
しん

地
ち

町
まち

の1市4町の担
当者の方々から、復興状況の説明と、現在行わ
れている被災地への職員派遣に対するお礼と引
き続きの派遣依頼がありました。被災地で共通
していることは、復興のための予算は国などか
ら十分に来ているが、それを執行するための人
手が全く足らないという悩みでした。
　平成25年、川越市から職員を派遣している
岩手県大槌町へ職員の激励に行った際、大槌町
側から話を聞きました。震災前までは、一般会
計の年間予算が50～60億円規模だったのが、
震災後、復興資金が加わり年間予算規模が700
億円を超える状況となったが、職員が全く足ら

ない、建設業者などの復興関連事業者も資材も
機材も何もかも全く足らない、ということでし
た。
　その話を聞いた時から約3年たち、被災地で
の資材・機材不足はだいぶ落ち着いたようです
が、行政側の職員不足は相変わらずのようです。
　行政の職員不足を補うために、震災直後か
ら、全国の市町村は被災地へ職員を派遣してい
ます。
　埼玉県市長会の場合、今年4月1日時点で、
40市中17市が合計39人の職員を岩手・宮城・
福島の3県に派遣しています。川越市は、大槌
町に3人、石巻市と東松島市に各1人、合計5
人の職員を現在も派遣しています（なお、4月
の平成28年熊本地震の被災自治体にも応急危
険度判定士等の資格を持つ職員を数回にわたり
派遣しています）。
　東日本大震災から既に5年半が経過して、一
般的には被災地の復興状況はマスメディアも取
り上げる頻度が少なくなり、あまり話題にのぼ
らなくなりました。どんなことでも時間がたて
ば次第に忘れられてゆくのが自然の成り行きで
はありますが、被災自治体の状況を忘れてはな
らず、今後も支援を継続していかなければなら
ないと改めて思いました。

60　被災自治体支援

直径2.6ｍの下水道管を見る参加者直径2.6ｍの下水道管を見る参加者


